
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
長野県 豊丘村
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[138,312円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.33人]

類似団体内順位

4/121
全国市町村平均

7.46
長野県市町村平均

7.94

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

25.29

7.54

14.36
15.0514.5914.5314.06

H20H19H18H17H16

8.33
8.918.828.578.42

公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.2%]

類似団体内順位

20/121
全国市町村平均

11.8
長野県市町村平均

13.7

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.4

3.5

16.0
16.316.615.1

H20H19H18H17H16

12.212.612.612.5

将来負担の状況

将来負担比率 [22.2%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

豊丘村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　平成20年度決算における財政力指数は0.31で、平成17年度からほぼ同水準で推移しています。また、
類似団体平均0.27と比較して0.04ポイント上回ってはいますが、財政基盤が弱く、県市町村平均0.43に対
して0.12ポイント、全国市町村平均0.56に対しては0.25ポイント下回っています。今後においても、一層の
行財政改革を推進し、歳出の抑制、税徴収率向上を図り、財政基盤の強化に努めます。

【経常収支比率】
　人件費の削減、経費の節減等の行財政改革の推進により、前年と同率の76.1％（類似団体中8/121）と
なっています。住民の高齢化や子育て支援などにより扶助費等の増加は今後も予想されることから、一
層の事務事業の見直しを図り、経常経費の削減を進め、現在の水準を維持できるよう努めていきます。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　人口１人当たりの決算額は138,312円で、類似団体平均211,244円は下回っています。これは、人口千人
当たりの職員数が少ないことや、ごみ、し尿処理業務、消防業務を一部事務組合で行っていることが主な
要因と考えられます。しかし、県市町村平均に対しては人口が少ないこともあり相対的に高くなっていま
す。今後においても行財政改革を推進し、水準を維持できるよう努めます。

【ラスパイレス指数】
　類似団体平均値を2.5ポイント上回っています。年功序列的な給料表から、職務・職責・成果に応じた職
員の資質向上に繋がる給料表の運用の必要性が求められており、実情を勘案しながら一層の適正化に
努めていきます。

【将来負担比率】
　将来負担比率は22.2％と健全な状況となっています。将来負担額の大きな要素である地方債の計画的
な償還を維持するとともに、事業の緊急性・優先順位を検討し、将来負担額の縮小を図ります。また、適
正な基金の確保に努め、安定感のある行財政運営に努めます。

【実質公債費比率】
　平成20年度では類似団体平均16.0％より3.8ポイント低い12.2％となっており、健全な水準で推移してき
ています。交付税措置率の高い地方債の活用、事業の緊急性・優先順位を検討し、現在の水準を維持で
きるよう努めます。

【人口1,000人当たり職員数】
　新規採用の抑制により類似団体では最低水準レベルの8.33人となっています。今後も行財政プログラ
ム等を踏まえ、職員数の適正化、組織の見直し、事務事業の効率化、近隣町村との共同事業などに取り
組み、住民サービスを低下させることなく適正な定員管理に努めます。
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